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関東農政局統計部
平成28年６月21日

関東農政局管内の集落営農（平成28年２月１日現在）
１ 関東地域における集落営農数の推移

(１) 集落営農数及び集落営農に占める法人の割合

○ 集落営農数は1,066で、前年に比べて49(4.8％)増加した。
○ 法人の集落営農は、新設及び非法人からの移行により、前年に比べ34(12.5％)増加し

306。

集落営農数及び集落営農に占める法人の割合の推移（全国・関東農政局管内）
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(集落営農) 平成23年より「経営所得安定対策」が本格実施。平成19年より「品目横断的経営安定対策」が導入。

(２) 都県別の集落営農数の推移

○ 法人・非法人別の集落営農数を県別にみると、群馬県及び千葉県では法人が非法人を大き
く上回っている。

注：東京都については、集落営農がないため掲載しない（以下同じ。）。

県別集落営農数(関東農政局管内）

注：１ 集落営農とは、「集落」を単位として農業生産過程における一部又は全部についての共同化・統一化に関する合意の下に
実施される営農をいう。

２ 平成18年までは5月1日現在、平成19年以降は2月1日現在の結果である。

（集落営農）

（
法
人
の
割
合
）

群馬県では、この１年間で法人が10集落営農増加し、その増加し
た集落営農は非法人からの移行であった。
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○ 集落営農組織の現況集積面積は、近年は非法人組織の解散等により減少傾向で推移してい
る。

１組織あたりの現況集積面積を組織形態で比較すると、非法人では減少が続いているもの
の、法人ではわずかながら増加。これは、非法人の法人への移行が進んだことによる。

現況集積面積の推移（関東農政局管内）

○ 関東農政局管内の集落営農の集積面積規模別のシェアをみると、全国に比べ50ha以上の集
落営農の割合が高い。

集積面積規模別の割合

（%）

(１) 集落営農による農地の集積面積

２ 集落営農の経営規模状況

千葉県では、農作業受託を行う集落営農が多いことから、集積面積の大きな集落営農のシェアが比較的高くなっ
ている。
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注：現況集積面積は「経営耕地＋農作業受託面積」による（以下同じ。）。
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農業集落別の構成割合
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１集落営農当たり構成農業集落数

（15,134）
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（29）
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（156）

（%）

注：（ ）内の数値は集落営農数である。

○ 関東農政局管内の集落営農数を構成する農業集落数別のシェアをみると、全国に比べ５農
業集落以上で構成される集落営農の割合が高い。

○ 関東農政局管内の１集落営農当たりの構成農業集落数は、3.4農業集落となっており、全
国平均（2.0農業集落）の約1.7倍となっている。

(２) 集落営農を構成する農業集落

埼玉県では、５農業集落以上で構成される集落営農の割合が４割を超えている。これは、平成19年産から導入さ
れた品目横断的経営安定対策への対応として、旧市町村単位やJA管轄単位など広域で設立された集落営農が多いた
めである。
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活動内容別集落営農数割合（複数回答）
（関東農政局管内）
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農産物等の生産・販売活動割合（複数回答）
（関東農政局管内）

３ 集落営農の活動内容

○ 集落営農の活動内容について法人の集落営農数割合をみると「農産物等の生産・販売を
行っている」が最も多い。その内訳をみると「水稲・陸稲を生産・販売」が最も多く、次
いで「麦、大豆、てん菜、原料用ばれいしょのうち、いずれかを生産・販売」となってい
る。
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活動内容別集落営農数割合（複数回答）
（長野県）

長野県では、法人が「集落内の営農作業を一括管理・運営している」割合が約７割と全国的にみても高い水準となっ
ている（水稲、そばにかかる主な基幹的作業の合意など）。

また、農産物等の生産・販売活動割合のうち、「その他の作物（畜産物を含む。）を生産・販売」の割合が法人で８
割を超えており、これは野菜、果樹等の生産・販売の活動を実施する集落営農が多いことによる。
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調査の概要

1 用語の解説
（1）本調査における集落営農とは、「集落」を単位として農業生産過程における一部又は全部についての共同

化・統一化に関する合意の下に実施される営農（農業用機械の所有のみを共同で行う取組及び栽培協定又
は用排水の管理の合意のみの取組を行うものを除く。）をいう。

(2）現況集積面積とは、次の経営耕地面積及び農作業受託面積を合計したものである。
(ｱ) 経営耕地面積

集落営農が現在経営する耕地をいい、自己所有地に借地を加えたものをいう。
なお、集落営農が関わっている面積全体を把握する必要があるため、農地の利用調整など集落営農が経

営する耕地に該当しない面積についてもこれに含む。
(ｲ) 農作業受託面積

集落営農が農作業受託した実面積をいい、部分作業受託を行った場合を含む。

２ 調査期日
平成28年２月１日現在

３ 調査の方法
本調査は、実査機関から調査対象に対して調査票を郵送により配布し政府統計共同利用システムのオンライ

ン調査システム、郵送又はファクシミリにより回収する自計調査の方法により行った。

この統計調査結果の詳細は、関東農政局ホームページ中の「統計情報」で御覧いただけます。
関東農政局ホームページ 統計情報【 http://www.maff.go.jp/kanto/to_jyo/ 】


